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衆議院内閣委員会ニュース  

平成 27.9.2 第 189 回国会第 21 号 

 

9 月 2日（水）、第 21回の委員会が開かれました。 

 

 

（質疑者及び主な質疑内容）

中 山 展 宏君（自民） 

・仙台空港などでコンセッション方式のＰＦＩによる事業

が進むことによって期待される具体的な効果について、

甘利国務大臣に伺いたい。 

・空港運営を民間事業者に委託した後は、消防や緊急医療

等の安全・安心に直結する業務も委託されることとなる

が、その適切な実施をどのように確保していくのか、政

府に伺いたい。 

・公務員が民間事業者に転籍し、当該事業者に公共施設運

営のノウハウを継承させる意義について、政府に伺いた

い。 

 

濱 村   進君（公明） 

・空港運営における非航空系事業とは具体的に何を指すの

か、政府に伺いたい 

・関西国際空港と大阪国際空港（伊丹）は、昨年、過去最

高の収益を上げたが、政府の評価を伺いたい。 

・地域の産業振興や雇用確保のため、空港運営の民間委託

とあわせて、空港周辺の保税地域を積極的に活用すべき

と考えるが、保税地域の指定、活用状況について、政府

に伺いたい。 

 

 

 

 

 

泉   健 太君（民主） 

・本法案により、専門的ノウハウ等を有する公務員を退職

派遣させるので、退職手当の整備等を行うこととしてい

るが、退職派遣ではなく長期出張で民間事業者からの要

望に対応できないのか、政府の見解を伺いたい。 

・「経済財政運営と改革の基本方針 2015」（平成 27 年６月

30 日閣議決定）において、ＰＰＰ/ＰＦＩと通常の公共

施設整備・運営とのイコールフッティングを徹底する旨

の記載があるが、この意味について甘利国務大臣に伺い

たい。 

・現在、仙台空港における消火救難活動は、全て公務員が

行う体制なのか、それとも民間である航空保安協会が行

う体制なのか、政府に伺いたい。 

 

古 本 伸一郎君（民主） 

・仙台空港の民営化案をどの提案に決定するかの判断基準

及び最終決定権者について、政府の見解を伺いたい。 

・北茨城市が独自に行った甲状腺がん検査の結果を適切に

判断するためのベンチマークとなる全国的なデータの有

無について、政府の見解を伺いたい。 

・福島第一原子力発電所の隣接県、隣接市町村において、

北茨城市のような甲状腺がん検査実施の要望があった場

合の財政的支援の有無について、政府の見解を伺いたい。 

 

１ 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律の一部を改正する法律案（内閣提出第 55号） 

・本案審査のため、仙台空港において視察を行った委員を代表して、井上委員長から報告を聴取しました。 

・甘利国務大臣、西村康稔内閣府副大臣、松本内閣府大臣政務官、小泉内閣府大臣政務官、鈴木国土交通大臣政務官及

び政府参考人に対し質疑を行い、質疑を終局しました。 

・池内さおり君（共産）が討論を行いました。 

・採決を行った結果、賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。 

（賛成－自民、民主、維新、公明 反対―共産） 

・亀岡偉民君外３名（自民、民主、維新、公明）から提出された附帯決議案について、泉健太君（民主）から趣旨説明

を聴取しました。 

・採決を行った結果、賛成多数をもってこれを付することに決しました。 

（賛成－自民、民主、維新、公明 反対―共産） 



本ニュースは、速報性を重視した概要版として事務局において作成しているものです。 

詳細な内容については会議録を御参照ください。 
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河 野 正 美君（維新） 

・新国立競技場の建設に当たり、ＰＦＩの知見を有する内

閣府も積極的に情報等を提供していくべきと考えるが、

西村内閣府副大臣の見解を伺いたい。 

・福岡空港でのコンセッション方式の実施と安全性の確保

を両立させるために求められる取組について、政府の見

解を伺いたい。 

・本年４月の広島空港におけるアシアナ航空機着陸失敗事

故を踏まえ、施設の早期復旧のための事故対応のノウハ

ウ活用や高額な費用負担について、コンセッション方式

導入後はどうなるのか、政府の見解を伺いたい。 

 

高 井  崇 志君（維新） 

・現在、27カ所ある国管理空港について、航空管制業務も

含めて全て民営化すべきと考えるが、鈴木国土交通大臣

政務官の見解を伺いたい。 

・仙台空港の経営を民間企業へ譲渡した場合、収支がどの

程度改善されると見込んでいるのか、鈴木国土交通大臣

政務官に伺いたい。 

・「ＰＰＰ/ＰＦＩの抜本改革に向けたアクションプランに

係る集中強化期間の取組方針について」（平成 26年６月

16 日）に掲げられた目標の達成見込み及び集中強化期間

終了後の政府の取組について、西村内閣府副大臣に伺い

たい。 

 

塩 川 鉄 也君（共産） 

・民間会社による仙台空港の運営は、自治体の財政支援な

しには成り立たないと考えるが、政府の見解を伺いたい。 

・営利を目的とする民間企業に公務員を派遣することは、

公務員の全体の奉仕者としての性格を損なうと考えるが、

甘利国務大臣の見解を伺いたい。 

・営利を優先する民間企業では、空港の安全対策をないが

しろにするおそれがあると考えるが、甘利国務大臣の見

解を伺いたい。 

 


